
開 催

要 項

令和7年4月より、「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」が施行される。

これにより、生活保護制度の調整会議が設置可能となったほか、生活困窮者自立支援

生活保護制度の調整会議の参画対象には救護施設も想定されており、救護施設はこ

れを契機として捉え、これまで以上に地域に向けた専門性の発揮や関係機関との連携

強化を図ることが求められる。

本会議は、今後の地域共生社会における生活保護受給者および生活困窮者への支援

のあり方や救護施設の責務を考え、ひいては救護施設の機能強化等につなげることを

目的として開催する。

令和 7 年 ５ 月 22 日（木）～ 23 日（金）

全国社会福祉協議会 灘尾ホール

（〒100－8980 東京都千代田区霞が関3-3-2 新霞が関ビルLB階）

救護施設経営者および施設長等／150名（定員になり次第、締め切ります）

１0,000 円 （税込）

※情報交換会参加費は別途11,000円（任意参加）

令和 7 年 ５ 月 ７ 日（水）

※参加定員に達した場合、上記期日前に申込を締め切ります

制度の支援会議の設置が努力義務となった。各会議体は、支援に関する地域の関係者

により構成されることとなっていることからも、支援を要する人を地域で包括的に支

える体制の構築・強化をめざしていると言える。



1日目 
５月22日（木） 
（受付 15:30） 
16:15～18:00 

【開会挨拶】16：15～16：20（5分） 

                 全国救護施設協議会 会長 

《希望者のみ》 

令和７年度全国救護施設協議会 協議員総会 

※本会では2019年度より経営者施設長会議参加者等への協議員総会の
公開を行っております。傍聴を希望する場合は、申し込みの際に協議
員総会の傍聴確認の欄で「オブザーバー参加」をお選びください。 

令和７年 

5月22日（木） 
（受付 12:30） 
13:30～15:30 

【行政説明】16：20～17：00（40分） 

「生活保護行政等の動向」（仮題） 

         厚生労働省 社会・援護局保護課 保護事業室 

【情報交換会】18：30～20：00（90分） 

         会場：霞山会館（霞が関コモンゲート西館37階） 

  ※希望者のみ 

 ※最低催行人数：50名 

  （最低催行人数に達しない場合は開催いたしません。その場合、情報交 

   換会参加費は後日ご返金いたします。） 

【講  義】17：00～18：00（60分） 

「地域共生社会における生活困窮者支援と救護施設への期待」 
（仮題） 

              中央大学 教授 宮本 太郎 氏 

                      ※厚生労働省・社会保障審議会 
生活困窮者自立支援及び生活保護部会 委員 

※厚生労働省・地域共生社会の在り方検討会議 座長 

２日目 
５月23日（金） 
（開場 9:30） 
10:00～12:00 

【グループ討議】10：00～12：00（120分） 

 ※前日の講義等を踏まえ、救護施設に期待される役割の発揮等に向けて対  

  応すべきこと（事業の展開、加算の取得、人材確保、地域貢献等）につ 

  いて、討議・情報共有等を行う。 

【参加申込について】

参加申込は下記URLもしくはQRコードの専用サイトより行ってください。

【参加登録情報の変更・取り消しについて】

本会が主催した過去の研修会においてWEB申込をされた方におかれても、登録情報は引

き継がれておりません。再度新規ご登録くださいますようお願いいたします。

参加申込をWEBサイトにて完了された方には、登録いただいた申込者メールアドレス宛に

「申込完了メール」が配信されます。

※ ご使用のパソコン等でセキュリティのためにメールの受信拒否設定をされている方

は、@ic-j.com ドメインからの受信許可設定を事前にお願いします。

参加申込の手順は、上記WEBサイトのトップページ「▶参加の流れ」をご確認ください。

申込内容の変更・取り消しは、㈱インターコミュニティまでご連絡下さい。

参加費入金後の参加取り消しは、原則として返金対応を致しかねます。

URL ： https://ic1.co.jp/kyugokeiei

申込締切日：令和 7 年 ５ 月 ７ 日（水）

参加申込にあたって取得した個人情報は、本会「個人情報保護に関する方針等に

ついて」に基づき適切に取り扱うとともに、本研修会の運営管理の目的のみに利

用し、他の目的で使用することはありません。なお、本研修会の参加者名簿には

本研修会にかかる参加申込の受付等の業務は、個人情報の適正な取扱いを条件と

して、(株)インターコミュニティに委託しています。

参加申込に関すること

株式会社インターコミュニティ（担当：柴原、長谷川）

TEL. 03-3748-6288 ／ MAIL. kyugo@ic-j.com

受付時間：10：00～15：00（土日祝日除く）

研修全般に関すること

全国救護施設協議会 事務局（担当：志村）

〒100-8980 東京都千代田区霞が関3-3-2 新霞が関ビル 4階

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 高年・障害福祉部内

TEL. 03-3581-6502 / FAX. 03-3581-2428

「都道府県名」「施設名」「氏名」「役職名」を記載します。
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